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今後の労働時間制度に関する研究会報告書（概要） 

○ サービス産業の成長等

により、ホワイトカラー

労働者の比率が高まる。 

 

 

 

※ いわゆる「ホワイトカ

ラー労働者」は 2,954

万人（全体の 55.2％）

（平成 16 年） 

○ 企業間競争の激化等

により、技術革新のス

ピードが加速し、製品

開発のスピード・質が

求められている。 

○ 高付加価値かつ創造

的な仕事の比重が高

まり、企業組織も見直

す（スタッフ職の活用

等）。 

○ 特に３０歳代の男性

を中心に、週６０時間

以上働く者の割合が

増加し、年次有給休暇

の取得率の低下や取

得日数も減少。 

※ 30 歳代男性は、4人に 1

人（23.8％）が週 60 時

間以上働いている（平

成 16 年）。 

○ 個々の労働者に対す

る目標管理制度を導

入し、賃金制度も年俸

制や成果主義賃金が

浸透。 

 

 

※ 年俸制導入企業は全企

業のうち 13.7％（平成

16 年） 

○ ホワイトカラー労働者の増加と働き方の多様化が進み、その中でも、自律的に働き、かつ、労働時間の長

短ではなくその成果や能力などにより評価されることがふさわしい労働者が増加 

① 所定外労働の削減や年次有給休暇の取得促進を図ることが必要 

② 労働者個人の事情に即した働き方の選択ができるよう、現行制度の見直しとともに、新たな労働時間の管理の在り方を検討 

③ その際、心身の健康への影響を未然に防ぐための措置が必要 

現状認識と今後の展望 
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見直しの方向性 

◎ すべての労働者が、個人の選択によって、生活時間を確保しつつ、仕事と生活を調和させて働くことを実現するという観点か

らの検討を行うとともに、その中でも「自律的に働き、かつ、労働時間の長短ではなく、成果や能力などにより評価されるこ

とがふさわしい労働者」について現行の労働時間制度では十分に対応できていない部分を検証した上で、労働時間制度全般に

ついて、運用や制度そのものの見直しを行うことが必要                                

◎ 見直しに当たっては、当面対

応すべき課題と中長期的観点

に立って対応すべき課題に区

別するなどした上で、制度の活

用状況等を含めた実態につい

て考慮の上、検討を進めること

が適当 

◎ 心身が健康であることは全ての労働者にとっ

てその能力発揮の大前提であることから、 

① 所定外労働の削減 

② 年次有給休暇の取得促進 

③ 新たな労働時間管理の在り方の検討に当た

っては、心身の健康確保を図るために必要な

措置を十分に検討すること 

 等が求められる 

◎ 企業の実態に応じて制度を設

計する場合には、企業における

労使自治による制度の設計が

可能となるようにすべきであ

り、その前提として、各事業場

において、労使が実質的に対等

な立場で議論できるようにな

っていることが必要 
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新たな労働時間制度の在り方 

○取得率が低下し、計画付

与制度の利用も低い 

○７割の労働者が取得に

ためらいを感じる 

【年次有給休暇】 【時間外・休日労働】

○本来臨時的なものであ

ることを周知徹底 

○時間外労働をさせるこ

とができる限度基準が

定められている 

○フレックスタイム制は

中小企業をはじめ導入

が進んでいない 

○事業場外みなし制の見

直しを求められている 

【その他】 【裁量労働制】 【管理監督者】 

○企業経営上の必要から 

事業経営の管理者的立

場等にある者は、労働時

間規制を適用除外して

いる制度(深夜業に関す

る規定は適用) 

○業務の遂行手段や時間

配分について裁量性の

高い業務について、労使

であらかじめ定めた時

間を働いたものとする

制度 

○使用者が労働者の時季

指定を補充する仕組み

を検討 

○時間単位の取得などの

取得促進策の検討 等 

○一定の時間数を超える

時間外労働については、

・ 割増賃金に加え、代償

休日等の義務付け 

・ 通常よりも高い割増

率を義務付け 

を検討      等 

○フレックスタイム制

は、中小企業における好

事例の収集・提供 等 

○事業場外みなし制は、

みなし労働時間の計算

方法を見直し 

○裁量労働制は制度及び

運用の改善を検討 

○管理監督者については

要件の明確化や適正化

を図るとともに、深夜

業に関する規定の適用

除外の可否も検討 

 
【新しい自律的な労働時間制度】

○より自由で弾力的に働

くことにより、自らの能

力を十分に発揮できる

と納得する場合に、労働

時間規制に関わらず、働

くことができることを

選択することができる

制度 

【対象者の具体的なイメージ】 

① 中堅の幹部候補者で管理監督者の手前に位置する者 

② 研究開発部門のプロジェクトチームのリーダー 

生活時間を確保しつつ仕事と生活を調和させて

働くことを実現するための見直し 

自律的に働き、かつ、労働時間の長短ではなく成果や能力な

どにより評価されることがふさわしい労働者のための制度 
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【年次有給休暇】 

○ １年間（初年度は６ヶ月）の継続勤務と出勤成績が８割以上の場合、法律で定める日数の有給休暇を付与 

○ 休暇の取得時季は労働者に指定権があり、労働者の請求する時季に与えることとされていることが、低い取得率の要因の一つではないかと

指摘されているところ 

○ 取得率向上のため、休暇日数の一部について、労使協定により年休を与える時季を定めた場合、その定めに従って年休を与えることができ

る制度（計画年休制度）が導入されたところではあるが、利用率は 14.8％（平成 17 年）と低い状況 

○ 取得は原則１労働日単位とされているが、通院や、急に子どもの送り迎えなど、臨時的または突発的な用務のためにも、時間単位での取得

を望む声があるところ 

【時間外・休日労働】 

○ 労使協定（３６協定）を締結することにより、 

１週間 ４０時間（１日 ８時間） 

毎週１回（４週４日）の休日 

の原則の例外として、時間外・休日労働をさせることが可能 

○ 時間外労働が無制限のものにならないよう、「時間外労働の限度に関する基準」（限度基準）が定められており、労使協定（３６協定）の内

容が限度基準に適合することが求められているところ 

（限度基準で定められている時間外労働の時間数） 原則として、１週間 15 時間、年間 360 時間 等 

○ 時間外・休日労働をさせる場合は、時間外は 25％、休日は 35％の割増賃金の支払いが義務付けられているところ 

【フレックスタイム制】 

○ フレックスタイム制は、１ヶ月以内の一定期間（精算期間）における総労働時間をあらかじめ定めておき、労働者が各日の始業及び終業の

時刻を自主的に決定できる制度 

【導入状況】・・・全企業 6.8%、1,000 人以上 32.5%、30～99 人 4.4% 

【事業場外みなし制】 

○ 事業場外みなし制は、セールスマンのように事業場外で働く場合、労働時間の把握が困難な業務なため、原則として所定労働時間を働いた

ものとする制度 

○ わずかな時間であっても、例えば報告書の作成等で事業場内で働く場合は、労働時間を把握する必要がある等、制度が複雑であると指摘さ

れているところ 

（参考） 
現行制度の現状 


